
平成30年度7月専決予算会計別一覧表

（単位：千円）
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基金の状況【平成30年度7月専決後】
（単位：千円）

29年度末 30年度末

現在高※ 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 3,442 4 3,446

博 物 館 資 料 整 備 基 金 2,970 2 2,972

緑 を 守 り 育 て る 基 金 34,816 14 6,346 28,484

職 員 退 職 手 当 基 金 244,086 77 100,000 144,163

公 共 施 設 等 建 設 基 金 27,302 9 27,311

教 育 振 興 基 金 170,176 461 1,673 168,964

ふるさと農村活性化基金 17,968 6 17,974

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 197,841 60 44,555 153,346

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 964,483 529 89,000 876,012

遥かなまち倉吉ふるさと基金 1,633 2 1,635

企 業 立 地 推 進 基 金 101,594 31 101,625

地 域 産 業 振 興 基 金 77,255 30 8,000 69,285

倉吉ふるさと未来づくり基金 534,994 540,141 527,274 547,861

財 政 調 整 基 金 1,711,272 499 756,757 955,014 ・取崩し＋21,125千円

減 債 基 金 1,461,165 75,378 206,792 1,329,751

計 5,550,997 617,243 1,740,397 4,427,843

※平成29年度決算値を反映
（単位：千円）

29年度末 30年度末 補正時における増減

現在高※ 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

国民健康保険財政調整基金 512,025 30,110 50,000 492,135

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 93,149 7,212 100,361

温 泉 配 湯 事 業 積 立 基 金 29,287 2,860 1 32,146

高城財産区財政調整基金 40,453 13 2,837 37,629

用 品 調 達 基 金 2,550 2,450 2,400 2,600

土 地 開 発 基 金 22,916 16,007 20,000 18,923

計 700,380 58,652 75,238 683,794

区　　　分

30年度

補正時における増減

区　　　分

30年度



（単位：千円）

会計名
歳入
歳出

款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 補正額 うち一般財源

一般 歳出 9 1 4 1 防災 水防対策 1 1,170 1,170

一般 歳出 9 1 5 1 防災 災害対策 1 1,436 1,436

一般 歳出 7 1 2 35 商観 平成３０年７月豪雨災害等緊急対策事業 2 351 176

一般 歳出 11 1 2 1 農林 現年度単独災害復旧 2 20,920 8,483

一般 歳出 11 2 2 1 建設 公共土木単独災害復旧 3 6,000 6,000

一般 歳出 2 1 1 27 建築 公共施設等緊急安全確保対策 3 1,612 1,612

平 成 30 年 度 ７ 月 専 決 補 正 予 算 主 な 事 業



担 当 課 施 策

事 業 名 11

会計・予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 4

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

4,480 1,170

担 当 課 施 策

事 業 名 11

会計・予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 5

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

15,335 1,436

消防費 消防費 災害対策費

地方債 その他

1,170

　平成30年７月豪雨による浸水害への対応に要した経費を補い、今後に水害が発生した場合に備えるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

12節　役務費　1,170千円　決算見込額1,604千円－現計予算額434千円
　　排水作業手数料（古川沢地内外）

主な特定財源（名称、金額　等）

事業の補正理由

防災安全課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

水防対策 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

消防費 消防費 水防費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県

災害対策 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県

主な特定財源（名称、金額　等）

地方債 その他

1,436

事業の概要（積算根拠　等）

９節　旅費　1,436千円　決算見込額1,673千円－現計予算額237千円
　　普通旅費（平成30年７月豪雨災害等に係る派遣職員）

事業の補正理由

　平成30年島根県西部地震及び平成30年大阪府北部地震で被災した自治体への職員派遣に要した経費を補い、平
成30年７月豪雨災害で被災した自治体への職員派遣を行うことができる体制を整えるもの。

防災安全課 　　　　36 災害に強いまちをつくる
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担 当 課 施 策

事 業 名 11

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

0 176

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 一般 款 11 項 1 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

10,000 8,483

商工観光課 【戦略】3 ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

平成30年７月豪雨災害等緊急対策事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 商工業振興費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

351 175

【県】豪雨災害等緊急対策事業費補助金　175千円

農林課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

現年度単独災害復旧 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　平成30年７月豪雨により経営の安定に深刻な影響を受けた中小企業者等がその対策に係る融資を受けた際に生
じる利子の負担軽減を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

【事業概要】
（１）対 象 者　平成30年７月豪雨の被害により鳥取県災害等緊急対策資金の融資を受けた者
（２）対象期間　融資を受けた日から起算して３年を経過する日まで
（３）補助金額　対象期間中に融資により生じた利子に相当する額

【算出根拠】
　融資額50,000千円（返済期間10年・利率1.43％）の場合に平成30年中に生じる利子の合計額　351千円

【債務負担行為】
　融資実行日から３年を経過する日までの間に生じた利子の額

主な特定財源（名称、金額　等）

事業の補正理由

　平成30年７月豪雨により被災した農地・農林施設の復旧を図り、被災農家等の安定的な生産活動の回復に資す
る。

事業の概要（積算根拠　等）

〇測量設計委託料　10,800千円
　・農地（７箇所）　　　　2,800千円
　・農業用施設（４箇所）　2,000千円
　・林道（10箇所）　　　  6,000千円
〇機械借上料　農業業施設補修用重機借上料（18箇所）　1,980千円
〇工事請負費　5,800千円
　・農地（２箇所）　　　 　 800千円
　・農業用施設（12箇所）　3,650千円
　・林道（４箇所）　　　  1,350千円
〇原材料費　農業用施設補修用資材支給（18箇所）　　　2,340千円

主な特定財源（名称、金額　等）

災害復旧費 農林水産業施設災害復旧費 農林水産業施設単独災害復旧費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

20,920 2,360 8,400 1,677

【県】しっかり守る農林基盤交付金（災害枠）　2,360千円
　・工事請負費（農地）　　　　　　　800千円×25％＝　200千円
　・機械借上　　　　　　　　　　　1,980千円×50％＝　990千円
　・原材料費　　　　　　　　　　　2,340千円×50％＝1,170千円
【地方債】農林水産業施設単独災害復旧事業債　　8,400千円
　・測量設計委託料（施設・林道）　8,000千円×65％＝5,200千円
　・工事請負費（施設・林道）　　　5,000千円×65％≒3,200千円
【その他】受益者分担金　　1,677千円
　・工事請負費(農地)　　　　　　　　800千円×50％＝　400千円
　・工事請負費(農業用施設)　　　　3,650千円×35％＝1,277千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 一般 款 11 項 2 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

10,000 6,000

担 当 課 施 策

事 業 名 11

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

0 1,612

11節　需用費　116千円　南庁舎花壇の修繕
13節　委託料　1,496千円　ブロック塀緊急安全確保対策（撤去・６箇所）
　　　　　　　・北庁舎東側境界塀
　　　　　　　・明倫小学校西側境界塀
　　　　　　　・小鴨小学校花壇
　　　　　　　・上小鴨小学校バックネット
　　　　　　　・関金児童館花壇
　　　　　　　・八幡町児童遊園地入口

主な特定財源（名称、金額　等）

建設課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

公共土木単独災害復旧 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　平成30年大阪府北部地震で発生したブロック塀の倒壊と同様の事故を防ぐため、市の施設において緊急に必
要とされる対策を講じるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

事業の補正理由

　平成30年７月豪雨により被害を受けた公共土木施設（市道）の復旧に要する経費

事業の概要（積算根拠　等）

・工事請負費　6,000千円　　決算見込額13,000千円－現計予算額7,000千円
　　市道大原山根線法面防護ネット修繕、市道米田町富海線路肩修繕外

主な特定財源（名称、金額　等）

災害復旧費 公共土木施設災害復旧費 公共土木施設単独災害復旧費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

6,000

建築住宅課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

公共施設等緊急安全確保対策 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 一般管理費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,612
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